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１ 策定の趣旨 

 

 

  本町では、定員管理を適正に行うため、平成７年３月に石川町職員適正化計画（石

川町第１次定員適正化計画）を策定したほか、平成１２年３月には当該計画の見直

し（石川町第１次定員適正化計画（後期）を策定）を行い、欠員不補充や新規採用

の抑制などにより、平成７年度から１６年度までの１０年間で、平成６年度末の職

員数（２３１人）の１０％削減に努めてまいりました。 

 

  また、長期にわたる景気の低迷や国の三位一体改革などにより財源確保が一段と

厳しさを増す中、平成１７年３月には、事務事業の評価、施設の統廃合と民間委託

の推進、公務能率の向上、早期退職勧奨の実施等により、目標職員数を１５０人と

した石川町第２次定員適正化計画を策定し、平成１６年度から２５年度までの１０

年間で、平成１６年度当初の職員数（２００人）の２５％、５０人の削減に取り組

んでまいりました。 

  その結果、両計画ともに目標職員数の達成を実現させてきたところです。 

 

しかしながら、平成２５年度末をもって石川町第２次定員適正化計画の計画期間

が終了したこと、また、引き続き適正な定員管理の推進について国から要請されて

いること、さらには、石川町第３次集中改革プランに基づき、より一層の行財政改

革を推進し、簡素で効率的な行政運営を目指していく必要があることなどを踏まえ、

新たな定員管理計画を策定するものです。 

 

 

 

２ 職員数の推移と現状 

 

 

（１）職員数と削減の状況 

  本町の職員数は、第１次並びに第２次定員適正化計画の取り組みにより、着実に

減少し、削減数も目標を上回ることができました。（図１参照） 

平成１６年４月の職員数は２００人（目標職員数２０８人）で、第１次計画期間

中における削減数は３４人となりました。（表１－１参照） 

  また、平成２５年４月の職員数は１４８人（同１５０人）で、第２次計画期間中

における削減数は５２人となりました。（表１－２参照） 

  両計画期間中の削減数は８６人で、計画策定前の平成６年４月の職員数と比較す

ると、３６．８％の減となっています。（表２参照） 

   

職員数の削減にあたっては、第１次計画の中で欠員の不補充や新規採用の抑制、

職員の配置転換等に取り組んだ一方、第２次計画においては、こうした自然減方式

に加えて、幼児保育施設の統廃合、小・中学校給食調理業務の民間委託、地区公民

館の管理運営体制の見直し、さらには職員の資質向上や早期退職勧奨等を積極的に

実施したほか、一時的又は時限的な業務等については、正規職員に代えて嘱託員や

臨時職員での対応を図るなど、多様な任用形態を活用してきたところです。 
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（図１）職員数の推移（平成１６年～２５年） 
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（表１－１）職員数の削減状況（平成７年～１６年 石川町第１次定員適正化計画期間）   （単位：人） 

区分 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 

職員数 

計画・前期           220 

計画・後期           208 

実績 234 235 229 230 225 223 219 217 212 207 200 

前年比 
増減 － 1 ▲6 1 ▲5 ▲2 ▲4 ▲2 ▲5 ▲5 ▲7 

累計 － 1 ▲5 ▲4 ▲9 ▲11 ▲15 ▲17 ▲22 ▲27 ▲34 

 

 
（表１－２）職員数の削減状況（平成１６年～２５年 石川町第２次定員適正化計画期間）  （単位：人） 

区分 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

職員数 
計画 200 196 190 186 178 174 168 164 158 150 － 

実績 200 196 191 180 172 170 165 159 154 148 146 

前年比 
増減 － ▲4 ▲5 ▲11 ▲8 ▲2 ▲5 ▲6 ▲5 ▲6 ▲2 

累計 － ▲4 ▲9 ▲20 ▲28 ▲30 ▲35 ▲41 ▲46 ▲52 ▲54 

 ※職員数は、各年とも４月１日現在の地方公共団体定員管理調査報告数値（教育長を含む、派遣職員を除く）

から教育長 1 名を除いた数値である。（ただし、表１－２中「H26 職員数」は、教育長 1 名及び再任用 5 名

を除いている。） 

 

 
（表２）職員数の削減状況           （単位：人、％） 

H6.4.1 

職員数① 

H25.4.1 

職員数② 

削減数 

②－① 

削減率 

（②－①）/① 

234 148 ▲86 ▲36.75 

 

 

（２）部門別職員数の状況 

  平成２５年４月と平成６年４月（計画策定前）の部門別職員数を比較すると、最

も減員が大きい部門が「教育部門」であり、次いで「民生部門」、「総務部門」、「土

木部門」となっています。 
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  減員の主な要因は、「教育部門」においては小・中学校給食調理業務の民間委託

や地区公民館の管理運営体制の見直し、「民生部門」の幼児保育施設の統廃合、「総

務部門」、「土木部門」における現業部門の廃止や新規事業の凍結などとなっていま

す。 

  また、増員の大きい部門は「その他部門」（公営企業等会計）となっています。 

  これは、介護保険制度の創設や見直しに伴い、本町の介護保険事業計画に沿った

事業推進体制の充実・強化を図ってきていることによるものです。（表３参照） 

 

 
（表 3）部門別職員数                                 （単位：人） 

部  門 
H6 

① 

H16 

② 

増減 

（②-①） 

H25 

③ 

増減 

（③-②） 

増減 

（③-①） 

H26 

④ 

増減 

（④-③） 

普 

通 

会 

計 

福
祉
関
係
除
く
一
般
行
政 

議 会 2 2 0 2 0 0 2 0 

総 務 46 37 ▲9 29 ▲8 ▲17 28 ▲1 

税 務 10 10 0 9 ▲1 ▲1 9 0 

労 働 1  ▲1  0 ▲1  0 

農林水産 15 9 ▲6 9 0 ▲6 9 0 

商 工 4 3 ▲1 4 1 0 4 0 

土 木 21 11 ▲10 8 ▲3 ▲13 8 0 

小計 99 72 ▲27 61 ▲11 ▲38 60 ▲1 

福
祉
関
係 

民 生 67 52 ▲15 40 ▲12 ▲27 39 ▲1 

衛 生 9 11 2 10 ▲1 1 11 1 

小計 76 63 ▲13 50 ▲13 ▲26 50 0 

一般行政計 175 135 ▲40 111 ▲24 ▲64 110 ▲1 

教 育 45 43 ▲2 15 ▲28 ▲30 14 ▲1 

消 防         

普通会計計 220 178 ▲42 126 ▲52 ▲94 124 ▲2 

公
営
企
業
等
会
計 

病 院         

水 道 8 11 3 8 ▲3 0 8 0 

下 水 道         

交 通         

そ の 他 6 11 5 14 3 8 14 0 

公営企業等会計計 14 22 8 22 0 8 22 0 

総合計 234 200 ▲34 148 ▲52 ▲86 146 ▲2 

※職員数は、各年とも４月１日現在の地方公共団体定員管理調査個別団体表（教育長を含む、派遣職員を除く）

から教育長 1 名を除いた数値である。（ただし、「H26④」は、教育長 1 名及び再任用 5 名を除いている。） 

 ※公営企業等会計の「その他」は、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計である。 

 

 

（３）年齢別職員構成の状況 

  平成１６年４月の年齢構成は、４８歳から５１歳の区分の構成比が最も高く 

１７.５％となっており、次いで４４歳から４７歳、５２歳から５５歳、５６歳から

５９歳の区分となっています。 
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また、平成２６年４月では、最高が５６歳から５９歳の区分の１９.２％で、  

４８歳から５１歳、５２歳から５５歳、４０歳から４３歳の区分が続いており、い

ずれも４０歳以上の中・高年齢者層が上位を占めている状況にあります。 

 

これは、技能・労務職の退職者不補充に加えて、平成１６年度から１９年度にお

ける採用の抑制や停止により、２０歳から３０歳代前半の職員数の割合が極端に少

なくなっているためです。 

 

このように、現在の職員年齢構成は著しく均衡を逸している状態にあるため、今

後は退職者の状況を踏まえながら、年齢構成の平準化を考慮した定員管理が求めら

れています。（表４、図２参照） 

 

 
（表４）年齢別職員数の状況                             （単位：人、％） 

区分 
20歳 

未満 

20-23 

歳 

24-27 

歳 

28-31 

歳 

32-35 

歳 

36-39 

歳 

40-43 

歳 

44-47 

歳 

48-51 

歳 

52-55 

歳 

56-59 

歳 
計 

H26 
職員数 0 6 11 7 7 16 18 12 21 20 28 146 

構成比 0.0 4.1 7.5 4.8 4.8 11.0 12.3 8..2 14.4 13.7 19.2 100.0 

H16 
職員数 2 1 13 16 15 21 19 29 35 26 23 200 

構成比 1.0 0.5 6.5 8.0 7.5 10.5 9.5 14.5 17.5 13.0 11.5 100.0 

※職員数は、各年とも４月１日現在の地方公務員給与実態調査報告数値である。（ただし、「H26」は、再任用

5 名を除いている。） 

 

 
（図２）年齢別職員数の状況（平成１６年、平成２６年） 
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（４）類似団体別職員数の状況（類似団体との比較） 

 各地方公共団体においては、それぞれの地域特性や行政サービス水準を有してい

るため、単純比較は難しい状況にありますが、全国の市町村を対象に、人口と産業

構造の 2 つの要素を基準に区分された団体のグループ（類似団体）と比較した結果

は、次のとおりです。 
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①人口１万人当たり職員数の状況 

   本町の人口 1 万人当たりの職員数は、一般行政で６５.４人、普通会計で 

７４.８人となっており、本町と同じグループ（類型）に属する全国２３町村（村

の該当はなし）の平均（一般行政７１.４、普通会計８８.２）を下回っている状況

です。 

   なお、普通会計では、全国２３町中８番目（県内３町中３番目）に少ない順位

となっています。 

 

 
（表６）類似団体町村（Ⅳ-1）との比較〔人口１万人当たり職員数（普通会計の昇順〕     （単位：人） 

団 体 名 住基人口 
普 通 会 計 人口 1 万人当たり職員数 

一般行政 教育・消防 計 一般行政 普通会計 

矢 掛 町 岡山 15,271 83 18 101 54.35 66.14 

矢 吹 町 福島 17,827 86 35 121 48.24 67.87 

東 庄 町 千葉 15,125 79 25 104 52.23 68.76 

河 北 町 山形 19,767 107 31 138 54.13 69.81 

玉 城 町 三重 15,516 102 7 109 65.74 70.25 

川 俣 町 福島 15,181 86 22 108 56.65 71.14 

岩 舟 町 栃木 18,089 104 27 131 57.49 72.42 

石 川 町   16,979 111 16 127 65.37 74.80 

森 町 静岡 19,677 98 54 152 49.80 77.25 

坂 城 町 長野 15,898 108 15 123 67.93 77.37 

白 鷹 町 山形 15,307 95 26 121 62.06 79.05 

羽 後 町 秋田 16,819 124 20 144 73.73 85.62 

涌 谷 町 宮城 17,435 103 51 154 59.08 88.33 

山 田 町 岩手 17,099 135 23 158 78.95 92.40 

多 気 町 三重 15,464 129 15 144 83.42 93.12 

芳 賀 町 栃木 16,367 121 34 155 73.93 94.70 

富 士 見 町 長野 15,255 125 23 148 81.94 97.02 

那 珂 川 町 栃木 18,519 151 46 197 81.54 106.38 

川 西 町 山形 17,025 135 48 183 79.30 107.49 

丸 森 町 宮城 15,243 147 17 164 96.44 107.59 

大 子 町 茨城 19,766 166 64 230 83.98 116.36 

美 咲 町 岡山 15,830 170 18 188 107.39 118.76 

京 丹 波 町 京都 16,119 174 28 202 107.95 125.32 

合 計  385,578 2,739 663 3,402 1,641,64 2,027.95 

平 均  16,764 119.09 28.82 147.91 71.04 88.23 

※本町は、人口 1.5 万人から 2.0 万人、産業構造Ⅱ次、Ⅲ次 80％以上かつⅢ次 55％未満のグループに属し

ている。〔本町の類型は、町村のⅣ-1 で、全国では 23 団体（県内では、本町を含め 3 団体）〕 
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②大部門別職員数の状況 

   本町の職員数と類似団体平均値との比較は、普通会計で、単純値が▲２３人、

修正値が▲２８人となっており、一部に超過している部門（民生部門）があるも

のの、全体的には類似団体を下回っている状況です。 

なお、比較する部門は、各団体が様々に事業を実施している公営企業等会計部

門を除外した普通会計の部門を対象としています。（表５参照） 

 

 
（表５）類似団体町村（Ⅳ-1）との比較〔大部門別職員数〕                （単位：人） 

大 部 門 

H25.4.1 

現在 

職員数 

類似団体（類型 町村Ⅳ-1） 

単純値による比較 修正値による比較 

単純値 超過数 超過率 修正値 超過数 超過率 

議 会 2 2 0 0.0 2 0 0.0 

総 務 29 35 ▲6 ▲20.7 38 ▲9 ▲31.0 

税 務 9 11 ▲2 ▲22.2 11 ▲2 ▲22.2 

民 生 40 32 8 20.0 41 ▲1 ▲2.5 

衛 生 10 13 ▲3 ▲30.0 15 ▲5 ▲50.0 

労    働        

農 林 水 産 9 13 ▲4 ▲44.4 13 ▲4 ▲44.4 

商 工 4 4 0 0.0 4 0 0.0 

土 木 8 10 ▲2 ▲25.0 11 ▲3 ▲37.5 

一般行政計 111 121 ▲10 ▲9.0 135 ▲24 ▲21.6 

教 育 16 27 ▲11 ▲68.8 20 ▲4 ▲25.0 

消 防  2 ▲2     

普通会計計 127 150 ▲23 ▲18.1 155 ▲28 ▲22.0 

※単純値：類似団体の単純平均、修正値：職員を配置している団体のみの平均。 

 ※教育長を含む。 

 

 

 

３ 新たな定員管理計画 

 

 

（１）定員管理の基本的な考え方 

少子高齢化や地方分権の進展など社会経済環境の変化に伴い、行政需要がますま

す複雑化・高度化する中で、限られた人員により質の高い行政サービスを提供し、

新たな行政課題にも的確に対応していくためには、これまでの定員適正化の実績を

踏まえた計画的な職員採用、さらには職員配置の一層の効率化・適正化を推進しな

がら、抑制基調の定員管理（技能・労務職を除いた職員数の維持）を継続していく

必要があります。 

 

こうしたことから、今後の定員管理にあたっては、事務事業の見直し、民間委託

等の推進、総人件費の抑制など、石川町第３次集中改革プランの取り組みを十分反



石川町定員管理計画（H26～30） 

 

 - 7 - 

映させるとともに、人材の育成や再任用制度の効果的な運用等を図りながら、将来

に向けて持続可能な自治体組織の確立に努めていきたいと考えています。 

 

 

（２）基本方針 

 ①簡素で効率的な組織機構の構築 

複雑・多様化する町民ニーズや山積する行政課題、さらには時代の要請に迅速

かつ的確に応えながら、質の高い行政サービスを、安定的かつ持続的に提供する

ため、簡素で効率的な組織機構を構築します。 

 

 ②施設の管理・運営方法の見直しと事務事業の民間委託 

   技能・労務系の業務については、引き続きアウトソーシングを推進するととも

に、その他の業務についても、施設の管理運営方法や事務事業の見直しにより、

民営化や指定管理者制度の活用、民間委託の推進を図っていきます。 

 

 ③職員採用・職員配置の適正化 

職員の新規採用は、退職予定者の数や職種等を勘案し、在職者の年齢構成等を

踏まえながら、各年度の目標職員数を上回らない範囲で計画的に行います。 

なお、技能・労務職については、外部委託による業務の縮小を踏まえて、今後

も退職者の不補充（採用停止）を継続します。 

また、限られた人員の中で、分権型社会に対応した質の高い行政サービスを提

供するため、職員配置の一層の効率化、適正化を推進するとともに、一時的又は

時限的な業務等については、嘱託員や臨時職員など多様な任用形態を活用してい

きます。 

    

 ④人材の育成 

   限られた人員により質の高い行政サービスを提供し、新たな行政課題にも的確

に対応していくためには、職員一人ひとりの資質や意欲の向上が不可欠です。 

今後は、更なる職員研修の充実、人事管理の適正化に努め、職員の意識改革も

含め、人材の育成を図っていきます。 

 

 ⑤再任用職員の活用 

   再任用を希望する職員が、その意欲と能力に応じ、長年培った知識と経験を有

効に活かせるよう、組織活力の維持、若手職員の安定的・計画的な確保などに配

意しながら、効果的な運用を図っていきます。 

 

 

（３）計画内容 

 ①計画期間 

   計画期間は、平成２６年度から平成３０年度（石川町第５次総合計画の終期）

までの５年間とします。 

   ただし、数値目標の起点は、平成２７年４月１日とし、終点は平成３０年４月

１日とします。 
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 ②目標職員数 

   平成３０年４月１日の目標職員数を１４１人とします。（表６参照） 

   これにより、平成２６年４月１日現在の職員数１４６人と比較して５人、 

３．４％の削減を図るものとします。 

 

 
（表 6）平成３０年４月１日の目標職員数    （単位：人、％） 

H26.4.1 

職員数① 

H30.4.1 

職員数② 

削減数 

②－① 

削減率 

（②－①）/① 

146 141 ▲5 ▲3.42 

 

 

 ③年次別目標 

   定員管理の基本的な考え方や基本方針を踏まえ、計画期間における年次別の目

標職員数を設定し、目標達成に向けて取り組んでいくものとします。（表 7 参照） 

   なお、技能・労務職を除く職種毎の採用者数については、今後の事務事業量等

を精査したうえで、職員の年齢構成等にも配慮しながら決定します。 

 

 
（表 7）年次別目標職員数                               （単位：人） 

区分 
※参考 計画期間における目標職員数 

合計 
H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 

前 年 職 員 数 １５４ １４８ １４６ １４７ １４４ １４２  

前 年 度 末 退 職 

（ 予 定 ） 者 数 
１０ ７ ５ １１ ７ ７ ３０ 

 

う ち 保 育 士 数 ４ １ １ ３ ２ ２ ８ 

うち技能・労務 

職 員 数 
２ ０ １ １ ２ １ ５ 

採用（予定）者数 ４ ６ ５ ８ ５ ６ ２４ 

職 員 数 １４８ １４６ １４７ １４４ １４２ １４１  

再任用（対象）者数 － ５ ４ １１ １８ １４  

職 員 数 （ 再 掲 ） １４８ １５１ １５１ １５５ １６０ １５５  

※参考 派遣職員数 ２ ３ ２ ２ ２ ２  

※採用（予定）者数は、平準化のための調整措置を除き、「前年度末退職（予定）者数」から「うち技能・労務

職員数」を控除した人数とする。 

※H27.4.1 現在の派遣職員数を、前年比 1 人減の 2 人と見込んでいる。 

※採用予定者数 24 人－退職予定者数 30 人＝▲6 人となるが、派遣職員数の減により 1 人増となるため、表

６中「削減数②－①」の数値（▲５人）とは異なる。 

 

 

 



石川町定員管理計画（H26～30） 

 

 - 9 - 

（４）計画の推進 

 ①進捗状況 

   年次別目標職員数の達成状況については、毎年、広報紙等を通じて公表し、計

画の実効性を高めていきます。 

  

②留意事項 

   毎年度、目標職員数の進行管理を行うこととしますが、今後、本町を取り巻く

社会経済情勢等の大きな変化に伴い、定員管理計画の見直しが必要となる場合に

は、適宜計画を見直すものとします。 

 

 


